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Kotlikoff and Summers (1981) の研究等によれば，社会全体での資本ストッ
クは，遺産ないし世代聞の資産移転によ畠資本ストックが大きなウェイトを示
し，ライフ・サイクル貯蓄で説明される資本丸トック量はかなわ小さいという
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= L:PDV"j' (1 +τC;+i-r)・C;，;+PDV，;'(1十τB，+a-D・B， (2) 
ただし.PDV.，=C読む+ri+m_l(1-TRj+悦，)}J-1
z十Jー l=tとお〈と， t (まz年生れの人がj歳であるととろの t時点を表わし
ている。また，PDV，川は t年生まれの人がJ歳のとき直面する価値を 1歳
のときに割り戻す，割引率の要因を意味する。 τWoTRh rC，. !' Btは，それぞ
れ t時点における賃金税，利子税の inclusivetax rate，消費税，相続税の ex
d usi ve tax rateであるヘ W，はt時点での effectivelabourあたりの賃金率
で，gは外生的に与えられるハロッド中立型の技術進歩率である。んはj歳の
ときの労働供給量であり，j=1~45 まで1， 46~58までゼロとしている日。
4) (税額)/C税込み額〕を inclusive，(税額)/(税引き額〉を exclusivetax rateという o
5) l，に実際の age-wuge-profileの値をあてはめることは容易である。しかし profilc自体には
企業内再分配が含まれていると考えられ，時系列的に経済内的に説明可能なシステマティックな
変動を ~-9かもしれない。今回は ζれらり問題が未解消なのでj 最も単純な想定をした。
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(4)式から明らかなように，移行期では各期の消費税率が異なるので pnce
distortionが生じる。 (4)式と(2)の予算制約式により消費径路の初期条件 C，













ら effective labour (以下で EL.)を導出できるが，集計した場合には世代固






K. =APA._， -DSTO，_! (7) 




















GC，=(Pl汁 μ・P2，).GUNIT. (l十g) (10) 
GC.， P1n P2，はそれぞれ t期での政府消費支出・就労者数・退職者数であり，
就労者1人当り('GUNIT消費した場合には，引退者は，その ρ(>1) 倍だ




















出が考指されていないことである。しか L，民間資木ストッグを KPt • 政府資本ストックを KG，
とL，生産関数が Y色=F(KP， + KG" EL，)で与えられるとしよう。 DSTO，1立び DRTtに負の
値〈マ fナスの負債すなわち正の資産〉を許すならば，①と"η問題に対応したこ2こにむ:.{)O 
44 (48) 第 140巻第3・4号








rR" rCt> τB" DRT，)である。初期定常状態から移行期への移動は， mで述べ
た一般的衡体系のパラメ ターが 1つでも変わることによって生じる。木稿の
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は不変である。しかし，第58時点以降は構造変化により明らかに要素価格は変
化するので，第58時点、以降を生涯計画に含む家計による具時点間消費配分の変
更(第E時点に J歳である第 E-j十1世代の j歳の消費 CE-i+1リの変更〕が
おこる。貯蓄が変化し APAE が変わるので，第 E+l時点から要素価格は変
わる。人口変化がおわるのは， 第 (2dー 1) 時点だが，少なくともこの期聞を
生涯計画に含む世代が残君子する 3d-l時点までは最終定常状態に至る乙とは














































複数0)要素価格の聞で生じる (Atkinson& Sandmo (1980)， King (1980))。
それに加えて，移行期特有の問題として， (4)式に示される場合のように，税




























48 (152) 第 140巻第3目4号
TP'=(τW， TRs， 1'C'， TB" DRT'つ
= (0.2， 0.05， 0.15， 0.0， 0.06) 
















KjEL 13.20 9.99 
EVRT(%) 100.00 100.00 
総 貯 蓄 率C%) 26.40 21.74 
TREVjYC%) 23.19 23.84 
直接税比率C%) 67.25 65.42 
DSTO_1・rjTREVC%) 7.70 7.59 
DSTOjYC車〕 38.84 31.97 
税引き利子率C%) 4.68 5.69 
消 費 税 率(広〕 15.00 15口
賃 金 税 率C%) 20.00 20.00 





















TP，"= (0.2， 0.05， <C" 0， 0.06) ~ (17) 
9) ただし Atkinson& Sandmo (1980)， King (1980)に示されるように，刺子視のある場合に
は，税引き利子率とく1+吋(l+g)-l0)値を比較するだけでは，資太労働比率が効用最士をも
たらす値であるかは判断できない。









TP，C= (-rWn !'~/4. 3・τW.14，0， 0) 
ただし t~E+6
(18) 
む~ E+5時点まで(B)の政策 TPeB を用い.(c)と同様に E+6時点以降，困
債発行を停止する。とのと色はE時点で予告きれる。




























消 費 税 率〈匁〉
賃 金 税 率(%)
K/EL 
EVRT(%) 
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0.017 0.017 ! 







10.65 10.85 11.11 11.22 
95.89 96.58 97.74 98.11 
15.71 15.92 16.18 16.30 
26.83 26.67 25.60 25.51 
64.05 58.47 63.96 60.74 
6.88 69.16 0.017 0.017 
33.43 33.88 O口76 0.075 
5.41 5.37 5.27 5.25 
16.53 19.00 15.85 17.22 





52 (156) 第 140巷第3.4号
両ケ-7-で財政負担が異なるのではなくこれは高齢化による要素価格変化の大
きさが，遺産動機の大きさによって異なることを示している。図1・2はこの
違いを示すためのものである100 遺産主械の大きさを示すパラメ タ Fの値の
減少は，図1・2で言えば aaγc平面及びbb'd'd平面のh軸負方向へのシフ
トをもたらす。 s=Oの場合には d点とその人口成長率のもとでの黄金律点











n，トg no+g 人LI成長三十 l技術進y3.ギ
11) 図 Iは，体品目ハヲメータ〈特氏二人口成長率〉を変化させた場合の定予言状態での資本労働 1，
率 効用水準を示Lている。ある人口成長率の値が与えられるならば，そのそれぞれに対して最
大効用をもたらす点が与えられる。 この軌跡が p吋である。(詳し〈は Samuelson(1975a)， 
Deardor宜(1976)，Samuelson (1976)を見よ.)また適切な lump-sumtransferの政策が与え
られるならば，所与の人口成長率のもとで貰企樟を達成できる。(こり達成可能性N.1f政策につ
いマは Bierwag.Grove. Khang (1969). Stein (1969)， Samuelson Cl975b)等多数ある〕我々
の与えた政策と， 2つの人口成長率白もとで，達成された効用資本労働比率を示すりが点、c点
dである。
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